
鹿児島県信用保証協会 御中

中小企業の繁栄と地域経済の成長発展

～学生提言 信用保証協会への期待～
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学生提言サマリー
<外部環境分析>

◆機会（O）
•県内事業者の99％が中小企
業者

•県は全国で最低水準の開廃
業率

•県人口は10年で11万人減
•創業期は相談できる相手が
少ない

•中小企業者はKKDに依存し
がち

•管理会計を導入している企
業が少ない

•事業経営を数字で可視化す
ることが、生産性向上に繋
がる

•事業性評価に基づく融資の
時代

•保証き融資に良いイメージ
を持つ事業者が少ない。

•細かいことまで詮索されそ
うで敷居が高く、また、お
堅い組織で怖い

<内部環境分析>

◆強み（Ｓ）
ヒト
・創業専任担当者２名
・中小企業診断士資格者10名
モノ
・各種専門家派遣事業により中
小企業支援機関との連携構築

・専門家派遣事業無料サービス
・経営診断サービス（McSS）
・令和3年6月新社屋完成
カネ
・基本財産を156億円
（最高限度額6,677億円）

・収支差額変動準備金72億円
・令和2年12月末現在協会史
上最高の保証承諾,保証債務
残高

◆弱み（W）
・保証料収入の減少
・信用保証料の割高感
・支所を有していない

具体的取組課題の２、３項目に掲げる「金融機関等との連携強化」・「経営支援の充実・強化」のため

ＫＧＦＭクラブ(鹿児島ファミリークラブ)を設立する！
～金融機関等と「会計というツール」を用いて対話が出来る経営者を育てる～

≪事業戦略≫

( 誰 に )事業拡大に意欲的な創業期の事業者に
( 何 を )管理会計導入に関わる伴走支援を
(どのように)専門家の派遣や各種セミナーの

実施を通じて提供する。

≪具体的取組み課題≫

１保証利用の推進

２金融機関等との連携強化

３経営支援の充実・強化
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≪経営ビジョン≫
県内の経済動向や中小企業者等を取り巻く環境を踏まえ，
中小企業者等の資金繰り支援，経営改善，生産性向上をより
一層推し進めていく（Ｈ30～Ｒ2，中期事業計画より）

≪経営理念≫
信用保証を通じ中小企業の繁栄に奉仕し、

地域経済の成長発展に貢献する組織と人間の場である
【キャッチコピー】一歩を踏み出す力になりたい



Ⅰ 鹿児島県信用保証協会の概要

Ⅰ 鹿児島県信用保証協会の概要
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Ⅰ 鹿児島県信用保証協会の概要
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事業所 鹿児島市名山町９番１号 鹿児島県産業会館内

設立 昭和23年10月12日

根拠法 信用保証協会法

代表者 布袋 嘉之

基本財産 155億円

役職員数 60名（役員４名、職員56名）

事業エリア 鹿児島県全域，但し，原則奄美群島は除く

保証料収入 15億5,198万円 ※売上に相当

保証債務残高 1,386億円（17,945件）

保証利用者数 12,092社

保証利用度
２４.２％
（鹿児島県下中小企業者数49,915社）

（令和2年3月末実績）



Ⅱ 現状分析

Ⅱ 現状分析
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現状分析の構造（カテゴリー）

現
状
分
析

外
部
環
境
分
析

ミクロ
環境分析

顧客
分析

・中小企業者へのヒアリング
・学外講師へのヒアリング
・中小企業白書等の文献調査
・県下経済団体へのアンケート

競合/業界
分析

・信用補完制度の調査
・中小企業白書等の文献調査
・中小企業支援機関へのアンケート

マクロ
環境分析

ＰＥＳＴ
政治,経済,
社会,技術分析

・金融検査マニュアルに関する調査
・経営者保証ＧＬに関する調査
・中小企業白書等の文献調査

内
部
環
境
分
析

業績分析 財務/組織
分析

・損益計算書分析
・貸借対照表分析
・組織構造調査
・総務部職員へのヒアリング

戦略要素
の分析

４Ｐ
商品,価格,
流通,販売促進
分析

・保証部職員へのヒアリング
・経営支援部職員へのヒアリング
・管理部職員へのヒアリング

Ⅱ 現状分析



Ⅱ 現状分析ー１ 外部環境分析
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Ⅱ現状分析ー１外部環境分析



【顧客】
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鹿児島県内における中小企業と小規模企業数

（中小企業白書2020年版より）

企業規模別事業者数 企業規模別従業者数 企業規模別付加価値額

大企業
0.16兆円
（12.7％)

大企業
55社
(0.1％)

中小・小規模
企業

49,915社
(99.9％)

事業者数
49,970社
2016年

従業者数
408,364人

2016年

大企業
51,134人
（12.5％)

付加価値額
1.34兆円
2015年

中小・小規模
企業

357,230人
(87.5％)

中小・小規模
企業

1.17兆円
(87.3％)

鹿児島県内の事業者のうち９９．９％が中小企業者であり、
中小企業者が鹿児島県の経済や暮らしを支えている。

Ⅱ現状分析ー１外部環境分析
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大企業の減少は、統合や合併が主な
理由であるが、中小企業の減少は、
廃業が主な理由である。

中小企業者数の推移

（中小企業白書2020年版より）

17年間で

118.1万企業が減少

422.9

304.8

【顧客】

Ⅱ現状分析ー１外部環境分析



11 （中小企業白書2020年版より）

都道府県別 開業率・廃業率

資料：厚生労働省「雇用保険事業年報」
注１：開業率＝当該年度に雇用関係が新規に成立した事業所数／前年度末の適用事業所数×１００
注２：廃業率＝当該年度に雇用関係が消滅した事業所数／前年度末の適用事業所数×１００
注３：適用事業所とは、雇用保険に係る労働保険の保険関係が成立している事業所である

（雇用保険法第５条）。

【顧客】

Ⅱ現状分析ー１外部環境分析

特に、鹿児島は廃業率がワースト5に入っている。
赤のマーカー・・・開業率トップ５ 青のマーカー・・・廃業率トップ５
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【顧客】
70代の経営者の割合が徐々に増えている。40代以下の構成比が減少傾向

にあり、経営者の高齢化が進んでいることが分かる。

経営者の年齢分布

Ⅱ現状分析ー１外部環境分析

中小企業庁は、

2025年迄に中小企業

の経営者の６割が70歳

以上になると予測して

いる。
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【顧客】

鹿児島県内においても、後継者不足が
問題となっている。

県内企業の後継者不足

Ⅱ現状分析ー１外部環境分析

令和３年１月６日南日本新聞
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【顧客】

（中小企業白書2020年版より）

・ＯＥＣＤ(経済協力開発機構)加盟国の労働生産性（労働生産性平均上昇率

2015～2018）

・規模別・業種別労働生産性（従業員一人当たりの付加価値）
日本の労働生産性の伸び率は主要諸国の中

では最低水準にある。
中小企業者の労働生産性が大企業に比し特

に低い状況にある。

建設業製造業 運輸業 卸売業小売業 各種サービス業通信業

Ⅱ現状分析ー１外部環境分析
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【顧客】

Ⅱ現状分析ー１外部環境分析

• 中小企業施策機関には、地域を活性化させる経営者のチャレンジ精神を大事に
してもらいたい（学外講師ヒア）

• 事業実績が浅い経営者は、経営について信頼して相談できる相手が少ない。

（中小企業者ヒア）

• 下請け受注や、大量生産が難しい場合が多く、取引先との関係は弱い立場にあ
ることがケースが多い。（中小企業者ヒア）

• 中小企業経営者が持っている信用保証協会のイメージ

信用保証協会付きの融資を金融機関から提案されたら・・・。

→私のこと信用してくれていないの？

→ちゃんと返済できないと思われているの？

→できたらプロパーで融資をうけたい！

↓

信用保証協会による保証が付くことには良いイメージを持っていない

経営者が多数。

また、根掘り葉掘りと財政状態や経営成績を詮索されそうで敷居が高い・・・

なんだかお堅い組織で怖い・・・ （中小企業者ヒア）
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【顧客】

Ⅱ現状分析ー１外部環境分析

• 中小企業者は、目先の資金繰りに着目しがちであるが、調達した資金を利用し、
いかに利益を生み出すかを考えるべき。（学外講師ヒア）

• 管理会計と財務会計の連携が重要。←売り上げを伸ばし、利益を上げなければ
ならない。（学外講師ヒア）

• 企業経営では利益を最大化する仕組み作りが重要で、そのためには、経営を数
字で可視化することが大切。可視化により企業の問題点を解きほぐし、経営課
題を整理することが必要。（学外講師ヒア）

(出所 2020年12月7日 福岡大学 飛田努先生「櫛部ゼミ特別講演会」ご講演資料。）

しかし…
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【顧客】

Ⅱ現状分析ー１外部環境分析

• ＫＫＤ（経験・勘・度胸）による経営が多い（保証部ヒア）

• 地域未着型経営が多い（保証部ヒア）

• 創業期の事業者は日々の売上や資金繰りに注力しがちで、生産性や決算内容
の信頼性の向上までは手が回らない状況にあることが多い。（経営支援部ヒ
ア）

【競合・業界】
• 鹿児島県税理士会への調査においても、税理士は管理会計の知識はあるが、中
小企業側が難しい・知識がないなどの理由から、管理会計を導入したがらない
ケースが多くあると指摘。

• 鹿児島県内の中小企業団体の調査では、管理会計を導入している企業はほとん
どない。

宗田健一・櫛部幸子・岡村雄輝による2020年度調査「鹿児島県中小企業家同友会の会員企業を対象とした管理会計実践に関する実態調

査」・「鹿児島県内の中小企業における管理会計実践に関する実態調査－かごしま産業支援センター情報会員・登録企業を対象として－」。

櫛部幸子・宗田健一による2020年度調査「鹿児島県税理士会連合会の税理士を対象とした管理会計活用支援に関する実態調査」。



【競合・業界】
• 法律により同業者の参入が阻止されおり独占市場である（信用保証制度）
• 金融機関等は、財務データや担保・保証に必要以上に依存することなく、事業
内容や成長可能性を適切に評価して行う融資・保証審査が求められている。
（金融庁方針＝事業性評価）

【政治・経済】
• 経営者保証ガイドラインの登場（2010年閣議決定）（2014年2月適用開始）
2010年：事業再生等において個人保証等の課題が引き続き存在している
2013年：「中小企業における個人保証等の在り方研究会報告書」

経営者個人保証に一定の経済的な合理性を認めながらもいくつかの
弊害を指摘

1. 個人保証に安易に依存
2. 所有と経営の分離、企業としての財務状況の正確な把握、企業に
ついての適時適切な情報開示等による透明性の確保がなされない

3. 保証実行への恐れから中小企業の創業・成長・発展、早期の再生
着手、円滑な事業承継等における取組意欲や合理的な経済性の判
断を阻害
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Ⅱ現状分析ー１外部環境分析



国の政策としては、保証をつけることに関しては否定的な方
向へと向かっている・・そんななか、新たな動きが・・・

↓

【政治・経済】
• 金融検査マニュアルの廃止（2019年12月公表）

廃止以前は、マニュアルに基づく引当金計上
↓

過去の実績等のみを重視して、融資していることが問題視される
↓

銀行の独自ルールを尊重
↓

自己査定の実現化を目指す

※以前の金融検査マニュアルは、一律チェックリスト。

廃止後は、融資に関する検査については、金融機関の個性・特性に即して行
うべきという新たな考え。過去の実績だけでなく、個別の対話等を通じて把
握した、将来を見据えた融資を行う方針。

経営者には、金融機関と対等に話せる対話力や知識が必要となっている。
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Ⅱ現状分析ー１外部環境分析



【政治・経済】
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Ⅱ現状分析ー１外部環境分析

●アフターコロナ・ウィズコロ
ナ禍における、地域再生への取
り組みとして今後３年間を視野
に、コロナの影響で苦しむ企業
や金融機関・地域経済の三位一
体となった取り組みが求められ
ている。



【社会】
• コロナ禍における非対面・非接触型手続きの需要増
（新聞記事）
• コロナ禍における移動、地方、クリンネスの価値感の変容
（新聞記事）
• 脱ハンコ化／オンライン取引が定着することによる経営効率改善への期待
（新聞記事）

【技術】

• ＡＩ、ＩＯＴなどのデジタル分野における急速な技術革新

（新聞記事）

【人口動態】

• 県の人口は10年間で11万人減少（2010年171万人→2020年160万人）

（県統計）
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Ⅱ現状分析ー１外部環境分析



Ⅱ現状分析ー２内部環境分析

Ⅱ 現状分析ー２ 内部環境分析
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【財務】●財務諸表ー損益計算書（令和２年３月末）（単位：億円）

信用保証料等の経常収入が減少し、収益性は低くなる傾向にある。これは保険料の
引き上げが原因と考えらえる。ここからも従来の保証料と保険料の差額から利益を生
み出す方法ではなく、新たな利益を生み出す視点が必要であるといえる。
しかし、現在のところは５期連続黒字計上中である。
※なお、今回経常外収支に関する分析については未実施 （出所：鹿児島県信用保証協会ディスクロージャー）

●定款 第３章 資産及び会計（基本財産）第８条
1. 毎事業年度の収支差額の剰余は，その100分の50の範囲内で収支差額変動準備

金として繰り入れることができる，
2. 繰り入れ後の差額は基本財産の増加とする。基本財産は変更しないものとする。
➡毎事業年度の収支差額の50％は，信用保証の裏付けとして基本財産に積み立て
なければならない。

23

Ⅱ現状分析ー２内部環境分析

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度
過去５年
の減少率

27.3 26.1 24.5 23.6 22.2 81.4%

うち，信用保証料 19.5 18.4 17.3 16.5 15.5 79.8%

20.0 19.4 19.0 18.5 17.7 88.7%
うち，信用保険料 11.2 10.8 10.3 9.8 9.4 84.1%

7.3 6.7 5.6 5.1 4.5 61.7%

8.2 4.5 2.3 1.5 1.3 15.4%収 支 差 額

区　　分

経　常　収　入

経　常　支　出

経 常 収 支 差 額



【財務】●財務諸表ー貸借対照表（令和２年３月末）（単位：億円）
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Ⅱ現状分析ー２内部環境分析

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

現 金 ・ 預 け 金 57 58 58 51 48

有 価 証 券 212 212 212 217 217

動 産 ・ 不 動 産 0 0 0 0 3

求 償 権 7 7 6 7 6

雑 勘 定 7 6 6 5 5

合　　　計 283 283 282 280 280

基 本 財 産 151 153 155 155 156

収支差額変動準備金 67 70 71 71 72

責 任 準 備 金 11 10 9 9 8

求償権償却準備金 2 2 2 2 2

退職給与引当金 6 6 6 6 5

雑 勘 定 46 43 40 37 36

合　　　計 283 283 282 280 280

借
　
　
　
　
　
方

貸

方

科　　　目

定款 第２章 業務（保証債務の最高限度）第７条
1. 「保証債務額」の最高限度は，基本財産の合計額の15倍とする。
2. 「保証債務額」とは，保証債務の総額に10分の3.5を乗じて得た額とする。
➡基本財産156億円×15÷3.5/10＝最高限度額6,677億円 までの信用保証が可能

（令和２年度12月末保証債務2,787億円※協会史上最高額）

➡過去５年にて、
基本財産等が10億円増
加。
信用保証の裏付けとな
る基本財産は、156億
円にまで達している。
強固な財務基盤が形成
されている。

（出所：鹿児島県信用保証協会
ディスクロージャー ）
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常勤役員

・会長
（前副知事）

・専務
（前県部長）

・常務
（前職員）

・監事
（前職員）

【組織】

Ⅱ現状分析ー２内部環境分析

• 60名の職員のうち10名が中小企業診断士の資格を有している。
• 創業支援に特化した部署が設置されている（創業専任担当者２名）。

経営支援部
創業支援課

課長１名
創業専任担当２名
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保証承諾額と保証債務残高の推移（単位：億円）

Ⅱ現状分析ー２内部環境分析

【商品】

令和2年度は、12月末までに過去最高額となる2,048億円を保証承諾し、
保証債務残高も過去最高額となる2,787億円を記録している。



【商品】

• 「McSS経営診断報告書」提供サービス

（無料）を，当協会のホームページ上

に公開している。

27

Ⅱ現状分析ー２内部環境分析

「McSS経営診断報告書」・・・

中小企業の決算実績に基づいた分析。企業情報を入力することで日本

最大級の中小企業財務データベース機関であるCRD協会に蓄積された

全国約250万社の財務情報と比較することができ、「位置づけ」と財

務面の「強み・弱み」をわかりやすくグラフで表示、解説したもの。

データ数が多く、精度が高いため信ぴょう性の高いグラフを示すこと

が出来る。



【商品】

• 創業期の事業者のための専門家派遣事

業がある。

（経営支援部ヒア）

• 経営改善が必要な事業者のための専門

家派遣事業がある。

（経営支援部ヒア）

• 生産性が低い事業者のための専門家派

遣事業がある。

（経営支援部ヒア）

• 決算書を精緻に作っている中小企業者

が少なく、専門家派遣事業の利用者数

が伸びていない。

（経営支援部ヒア）

Ⅱ現状分析ー２内部環境分析

28
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【商品】

• 経営改善計画策定を支援するための補

助金制度がある。

（経営支援部ヒア）

• 事業承継に特化した保証制度、部署が

設置されている。（経営支援部ヒア）

Ⅱ現状分析ー２内部環境分析
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【価格】

・長引く低金利政策により信用保証料0.45～2.20％に割高感が生じている

※市場は0.001～0.1％

※当協会は20年ほど保証料に変化がない

（保証部ヒア）

【流通（立地）】

• 支所を有していない

（保証部ヒア）

• 奄美大島群島の事業者に対しては原則保証することができない。

（保証部ヒア）

• 令和３年６月、加治屋町に新社屋が完成する。

（総務部ヒア）

Ⅱ現状分析ー２内部環境分析
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【販促】

• 連携保証制度の創設により金融機

関との連携が深化している。

• 各種専門家派遣事業の実施により

中小企業支援機関との連携が深化

している。

（保証部ヒア）

Ⅱ現状分析ー２内部環境分析
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【販促】

• 地産物ノベルティーの製作や鹿児島

ユナイテッド、鹿児島国体への協賛

を通じ、積極的なＰＲ活動・地域貢

献活動を実施している。

（総務部ヒア）

Ⅱ現状分析ー２内部環境分析



Ⅲ現状の経営計画確認

Ⅲ 現状の経営計画確認
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Ⅲ 現状の経営計画確認

【経営ビジョン】（Ｈ30～Ｒ2中期事業計画）

県内の経済動向や中小企業者等を取り巻く環境を踏まえ，
中小企業者等の資金繰り支援，経営改善，生産性向上

をより一層推し進める

【キャッチコピー】一歩を踏み出す力になりたい

【具体的取組み課題】
（Ｈ30～Ｒ2中期事業計画）

1. 保証利用の推進

2. 経営改善・生産性向
上のための金融機関
等との連携強化

3. 経営支援・事業再生
支援の充実・強化

4. 適時・的確な代位弁
済の履行

5. 効率的な求償権の管
理・回収

6. 安定的な協会運営及
びリスク管理体制の
確立に向けた取組み

7. 情報発信力の強化及
び広報活動の充実に
向けた取組み

34



Ⅲ現状の経営計画確認
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経営理念を基に策定された、中期事業計画に掲げられている「中小企業等の資

金繰り支援，経営改善，生産性向上のより一層の推進」の達成のため、同計画

の具体的取組課題に掲げられている以下の項目を、学生提言の柱として検討を

進める。

１保証利用の推進

２金融機関・中小企業支援機関との連携強化

３経営支援の充実・強化

内部及び外部環境分析により確認された信用保証協会の特徴の中から、

具体的取組み課題と関係性の高いものを抽出し、事業戦略を策定する。



Ⅳ事業戦略の策定

Ⅳ 事業戦略の策定
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外部環境 内部環境

Opportunity(機会) Strength(強み)

プ
ラ
ス

顧客）99.9％が中小企業者
顧客）相談できる相手が少ない
顧客）協会は敷居が高いイメージ
顧客）事業性評価が求められている
業界）管理会計を導入企業が少ない
政治）経営者保証ＧＬの存在
政治）金融検査マニュアルの廃止
経済）企業・金融・地域の三位一体

となった取り組みの必要性

組織）創業専任担当者２名
組織）中小企業診断士資格者10名
財務）基本財産156億円の財務基盤
財務）毎期黒字を継続する収益体質
商品）専門家派遣事業無料サービス
商品）経営診断サービス（McSS）
販促）中小企業支援機関との連携構築
販促）県に根差した積極的なＰＲ活動
流通）令和3年6月新社屋完成

Threat(脅威) Weakness(弱み)

マ
イ
ナ
ス

顧客）全国最低水準の廃業率
顧客）中小企業減が続いている
顧客）2025年6割が70歳以上の経営者
人口）県人口10 年で11万人減
技術）ＡＩなどデジタル技術の革新

財務）信用保証料の減少
商品）専門家派遣事業の利用者数の低迷
価格）信用保証料に割高感
流通）支所を持たない

内部及び外部環境分析により確認された信用保証協会の特徴について、

具体的取組み課題の解決と関係性の高いものを抽出し、ＳＷＯＴ分析を実施。

１ ＳＷＯＴ分析

Ⅳ事業戦略の策定ー１ＳＷＯＴ分析
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２ クロスSWOT分析
ＳＷＯＴ分析をベースに
「内部環境の強みと弱み」を,「外部環境の機会と脅威」にそれぞれ掛け合わせて
クロスＳＷＯＴ分析を実施し、事業戦略を検討

Ⅳ事業戦略の策定ー２クロスＳＷＯＴ分析

戦略１(強み(Ｓ)×機会(Ｏ))

基本戦略

戦略３(強み(Ｓ)×脅威(Ｔ))

差別化戦略

戦略２(弱み(Ｗ)×機会(Ｏ))

戦術的課題

戦略４(弱み(Ｗ)×脅威(Ｔ))撤退

戦略
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内部環境S,W
× 方向性

外部環境O,T

1 Ｓ×Ｏ 創業期にある事業者向け経営支援策

２ Ｓ×Ｏ 儲ける仕組み（原価管理）の導入支援策

３ Ｓ×Ｏ 少額借入限定、即日回答保証制度の創設

４ Ｓ×Ｔ 協会あっせん保証の強化

５ Ｓ×Ｔ 学生起業家向けの保証制度、支援制度の創設

６ W×Ｔ 金融機関との決算情報共有化による審査スピードの向上

７ W×Ｏ SNSを用いた会計情報の発信による知名度の向上

クロスＳＷＯＴ分析により検討された事業戦略について、上記のとおり、さまざ

まな戦略が抽出された。

この中から、「実現性」,「採算性」,「経営資源の活用度」,「理念との親和性」

の観点から絞り込みを行った。戦略は強み（S）×機会（O）の基本戦略を中心と

した。

３ 事業戦略の抽出

Ⅳ事業戦略の抽出・策定 -３事業戦略の抽出
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◆ 強み（S）
ヒト・創業専任担当者２名

・中小企業診断士資格者10名
モノ・各種専門家派遣事業により中小

企業支援機関との連携構築
・経営診断サービス（McSS）

カネ・基本財産を156億円
（最高限度額6,677億円＞現保証債務残2,787）

・収支差額変動準備金72億円

（弱み（W）・保証料収入の減少）

３ 事業戦略の抽出

◆ 機会（O）
• 県内事業者の99％が中小企業者
• 創業期は相談できる相手が少ない
• 県は全国で最低水準の廃業率
• 中小企業者はKKD(勘、経験、度胸)
に依存しがち

• 県の人口は10年で11万人減少
• 管理会計を導入している企業が少ない
• 保証付き融資に良いイメージを持つ事
業者が少ない。敷居が高く、また、お
堅い組織で怖い

• 事業経営を数字で可視化することが、
生産性向上（利益最大化）に繋がる

• 事業性評価に基づく融資の時代
• 低金利下における信用保証料の割高感

・・・・・信用保証協会は、安定した収益力、強固な財務基盤を基に、
県内中小企業者の保証人として、まさに信用できる存在である。
しかし・・・・

今回取り組むべき事業戦略（S×O：基本戦略）の要素となった、
信用保証協会に関する特徴は以下のとおり。

Ⅳ事業戦略の抽出・策定 -３事業戦略の抽出
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３ 事業戦略の抽出

具体的取組課題の１項目に掲げる「保証利用の推進」は、保証債務残高、保証料

収入ともに減少の一途を辿っており、長引く低金利情勢のもと、今後も当分の間

大きな成果は期待できない。

保証料収入は減収基調、県内経済についても開廃業率や人口減少率が示すように、

力強い動きがみられない状況にある。

信用保証協会は、経営理念に掲げる「地域経済の成長発展」のため、自身が持つ

豊かな経営資源（ヒト・モノ・カネ）をより一層活用し、「中小企業の繁栄に奉仕

する」必要があるのではないか？

そこで、今回は、具体的取組課題の２、３項目に掲げてある

「金融機関等との連携強化」・「経営支援の充実・強化」

に取り組むための事業戦略を提言する。

Ⅳ事業戦略の抽出・策定 -３事業戦略の抽出
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具体的取組み課題２．３に取り組むための事業戦略

事業の拡大・発展に意欲的な創業期の事業者に

管理会計導入に関わる伴走支援を

専門家の派遣や各種セミナー等の実施を通じて提供する。

４ 事業戦略の策定

Ⅳ事業戦略の抽出・策定 –４事業戦略の策定



Ⅴ 事業戦略の実施に向けた学生提言
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Ⅴ事業戦略の実施に向けた学生提言



現状の姿

経営課題

経営理念
当協会は、信用保証を通じ中小企業の繁栄
に奉仕し、地域経済の成長発展に貢献する
組織と人間の場である。

中小企業者等の資金繰り支援，
経営改善，生産性向上をより一層
推し進める

経営ビジョン
（あるべき姿）

１保証利用の推進、

２金融機関等との連携強化

３経営支援の充実・強化

事業拡大に意欲的な創業期の事業者に

管理会計導入に関わる伴走支援を

専門家の派遣や各種セミナー等の実施

を通じて提供する。

経営理念・ビジョン・事業戦略・経営課題

事業戦略
（とるべき道筋）
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Ⅴ事業戦略の実施に向けた学生提言

①

②

③



ＫＧＦＭクラブを設立する！
(鹿児島ファミリークラブ)

•Ｋ：Kagoshima 鹿児島

•Ｇ：Guarantee Association 信用保証協会

•Ｆ：Financial accounting 財務会計

•Ｍ：Management accounting 管理会計

ＫＧＦＭ（KaGoshima FaMily）クラブ設立！

金融機関と「会計というツール」を用いて対話が出来る経

営者を育てるため、信用保証協会が財務会計・管理会計の

教育を基にした中小企業経営者を育てる会を設立
45



学生提言：ＫＧＦＭクラブを設立する！
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KGFMクラブのモットー

敷居は低く！和気あいあいと！

創業期にある事業者のうち、
•会計について学びたい
•意欲はあるが事業拡大の方法が分からない
•相談する相手がいない

このような方々が、
一から学べるクラブを目指します！



47

KGFMクラブではどんなことを学ぶの？①

管理会計とは

企業が、将来の経営計画に役立てることや企業内部で利用
することを目的として会計情報を作成すること。

メリット

• 会社の経営状態が明確になる

• 次の目標や成長戦略が立てやすくなる

• 経営状態が思わしくない際にも目標が達成できない理由
がわかる

学生提言：ＫＧＦＭクラブを設立する！
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KGFMクラブではどんなことを学ぶの？①

管理会計
• 短期から中期・長期の経営計画を立てることができる
• 最終的な目標達成のために、段階的、計画的に利益を生
む組織を作ることができる

• 組織のトップの意見が、スムーズに実行できる会社組織
を作る重要性を学べる

• 基本的な原価計算の計算方式が身につく

• 経営を数字で理解することができる

（数値による経営の見える化）

• 収益を最大化・費用を最小化することによる利益最大化
への理解が深まる

（損益分岐点・貢献利益の重要性・固変分解）

学生提言：ＫＧＦＭクラブを設立する！
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KGFMクラブではどんなことを学ぶの？②

財務会計とは
外部の利害関係者・ステークホルダーに、企業の財政状態
と経営成績を開示することが目的。

誰が見てもわかるように、貸借対照表や損益計算書などを
企業会計基準に基づいて作成する。

メリット

• 企業の外部へ会計情報を提供することにより、融資や信
用保証が受けやすくなる。

• 企業経営者が自社の経営状況を把握することが出来る。

• 簿記に関する知識（日商簿記２級程度を想定）
• 日々の取引を記帳することの重要性

学生提言：ＫＧＦＭクラブを設立する！
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KGFMクラブの講師陣

信用保証協会の連携機関の専門家、
10名の企業内中小企業診断士

•信用保証協会の経営支援部の皆さんを中心とした中小企
業診断士
•信用保証協会の連携機関の中小企業診断士、経営コンサ
ルタント、会計士・税理士・司法書士等

•会計研究者(財務会計・管理会計）

•会計を学ぶ学生たち（基本的には日商簿記検定２級以上
取得者）

学生提言：ＫＧＦＭクラブを設立する！
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KGFMクラブのカリキュラムは？

金融機関と「会計」を通じて
対話できること！
• １年間、１５回の授業とレポート提出、各種講演会・研究会を実施。
３分の２以上の出席を必要とする。

• カリキュラム終了後には、修了試験を実施し、合格したものに対し、
修了証書の授与。

• 修了証書の有効期間は２年間。定期受講と試験受験により更新可能と
する。

自社の経営成績や財政状態を把握し、自分で理解し、説明

できるような経営者を育てる！！

学生提言：ＫＧＦＭクラブを設立する！



ＫＧＦＭクラブのゴール
•クラブ会員は、会計を理解することにより事業内容を見える化し、自

身の経営状態の確認に役立てる。

•クラブ会員は、収益構造を意識した事業運営力を身に着ける。

•クラブ会員は、ステークホルダーから信頼される決算書作成力を身に

つけ成長期・成熟期へのランクアップを果たす。

•創業期の事業者の成長期へランクアップを、信用保証協会が積極的に

関与し、管理会計と財務会計の両方から支援することができる。

•事業者、信用保証協会、連携機関、金融機関等が一丸となって、中小

企業の繁栄、ひいては、鹿児島県経済の成長発展をめざす。
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学生提言：ＫＧＦＭクラブを設立する！
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KGFMクラブの会員特典は？

会員であることや修了証書が会計に取

り組んでいる経営者としての証！
• 信用保証協会が運営しているこのクラブを通じて、一から会計を学
んだ（学んでいる）ということが、目先だけの利益にとらわれず長
期的な事業運営に取り組んでいるという、経営者の証となる！

～そのほか、経営者が入会の呼び水となるような特典もご用意～

• 無料の専門家派遣
• 支援機関等が行う各種セミナー情報の授受
• 連携する大学の学生によるモニタリングサービス
• 協会あっせん保証の申込権
• 会員価格での保証制度（保証料割引）
• 少額保証限定の即日回答サービス
• 卒業後も随時更新手続きと相談会随時実施！

学生提言：ＫＧＦＭクラブを設立する！



学生提言：ＫＧＦＭクラブを設立する！

ＫＧＦＭクラブのゴール

鹿児島を元気に！
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ご来場の皆さま

ご清聴ありがとうございました

経済学部 櫛部ゼミ

ゼミ生一同

令和3年1月22日（金）


